
○本巣市消防団サポート制度実施要綱 

平成２４年３月３０日 

告示第３６号 

（目的） 

第１条 この告示は、市消防団員（以下「団員」という。）が消防団団員証（以下

「団員証」という。）を物品の購入時等サービスの提供を受ける際に事業者に提

示することで優遇措置を受けることができる制度を設けることにより、団員の確

保を図り、もって市の消防力の強化を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) サポート事業所 この制度に協賛し、団員証を提示する団員に対し、自ら定

めた優遇措置を提供する事業所その他の団体（以下「事業所等」という。）を

いう。 

(2) 優遇措置 物品等の割引、物品購入時のポイントの割増その他サービスの提

供を受ける際における特典をいう。 

（制度内容） 

第３条 この制度は、団員が団員証をサポート事業所に提示することにより、サポ

ート事業所が自ら定めた優遇措置を提供する仕組みとする。 

（市の事務） 

第４条 市は、この制度の趣旨を団員及び事業所等に広く周知することにより、こ

の制度が円滑に進むよう努めるとともに、次に掲げる事務を行う。 

(1) 本巣市消防団団員証（様式第１号）及び本巣市消防団サポート事業所指定証

（様式第２号。以下「指定証」という。）を作成すること。 

(2) 団員に対する団員証の交付及び返還に関するすること。 

(3) サポート事業所の受付、審査及び指定に関すること。 

(4) サポート事業所に対する指定証及び本巣市消防団サポート事業所指定書（様



式第３号。以下「指定書」という。）の交付並びに指定証の返還に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、この制度を推進するために必要と認めること。 

（サポート事業所の指定） 

第５条 サポート事業所として指定を受けようとする事業所等は、事業所等毎に本

巣市消防団サポート事業所指定申請書（様式第４号）により市長に申請するのも

とする。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、次に掲げる基準に従い審査し、

当該基準に適合していると認めるときはサポート事業所として指定するものとす

る。 

(1) 明確な優遇措置が設けられていること。 

(2) 優遇措置期間が、連続して６月以上であること。 

(3) 優遇措置は、全団員を対象としていること。 

３ 市長は、前項の規定によりサポート事業所として指定したときは、当該サポー

ト事業所に指定証及び指定書を交付するとともに、サポート事業所の名称、所在

地、優遇措置等をホームページ等で公表するものとする。 

（サポート事業所の指定の変更） 

第６条 サポート事業所は、前条第２項の規定による指定の内容を変更しようとす

るときは、あらかじめ本巣市消防団サポート事業所指定変更申請書（様式第５号）

により市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による指定の変更の申請がなされ、内容を審査し、前条第

２項に規定する基準に適合していると認めるときは、当該サポート事業所に指定

書を交付し、変更後の指定の内容をホームページ等で公表するものとする。 

（指定証の掲示） 

第７条 サポート事業所は、指定証を、利用する団員が見やすい位置に掲示しなけ

ればならない。 

（サポート事業所の指定の廃止） 

第８条 サポート事業所は、サポート事業所の指定の廃止を受けようとするときは、



あらかじめ本巣市消防団サポート事業所指定廃止届（様式第６号）により市長に

届け出なければならない。 

（指定の取消し） 

第９条 市長は、サポート事業所が、前条の規定により指定の廃止の届出をしたと

き、第５条第２項に規定する基準を満たさなくなったとき、偽りその他不正な手

段により指定を受けたときその他サポート事業所としての指定が適当でないと認

めるときは、指定を取り消すことができる。この場合において、市長は、指定を

取り消した事業所等に対し、当該指定の理由を文書で通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定によりサポート事業所の指定を取り消したときは、その旨

をホームページ等で公表するものとする。 

３ 第１項の規定によりサポート事業所の指定を取り消された事業所等は、速やか

に、指定証を市長に返還しなければならない。 

（団員証の使用） 

第１０条 団員証の交付を受けた団員は、団員証の使用にあたり、次に掲げる事項

を遵守するものとし、団員証の不正使用があったときは、市長は、団員に対して

団員証の返還を求めることができる。 

(1) 団員は、サポート事業所で優遇措置を受けるときは、必ず団員証を提示しな

ければならない。この場合において、サポート事業所は団員証を提示した者に

対して、運転免許証等本人であることを証する資料の提示を求めることができ

る。 

(2) 団員証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

(3) 団員証を紛失したときは、速やかに本巣市消防団員証紛失届（様式第７号）

を市長に提出し、団員証の再交付を受けなければならない。 

(4) 団員でなくなった者は、速やかに団員証を市長に返還しなければならない。 

（委任） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に必要な事項は、市長が

別に定める。 



附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 





 


